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	 不動産譲渡担保と第三者異議の訴え	 
最高裁平成 18 年 10 月 20 日第二小法廷判決
（平成 16 年（受）第 1641 号，株式会社エステートワン対株式会社整理回収機構，
第三者異議事件）
（民集 60 巻 8 号 3098 頁 , 裁時 1422 号 3 頁 , 裁判集民事 221 号 577 頁 , 判時
1950 号 69 頁 , 判タ 1225 号 187 頁 , 金法 1794 号 49 頁 , 金判 1254 号 23 頁 , 金判
1256 号 24 頁）
【参照条文】民法 369 条（譲渡担保）・民事執行法 38 条 1 項
事実
Ⅰ	 事実の概要
1　X（原告・被控訴人・上告人）は，平成 12 年 9 月 12 日，訴外Aから 400 万円
を利息年 24 パーセント（なお，遅延損害金の約定はない。），弁済期日を平成 13 年
3 月 11 日とする約定で借り受けた。
2　Xは，1 の消費貸借の際，Aのために自己所有の本件不動産に譲渡担保権を設
定し，平成 12 年 9 月 12 日，譲渡担保を原因とするAへの所有権移転登記を経由
した。
3　訴外 B（信用組合大阪弘容）は，Aに対する貸金元本および損害金合計 3 億
9247 万 3048 円につき本件債務名義を有していたところ，Bからその地位を承継し
たY（被告・控訴人・被上告人）が，本件債務名義に基づき，本件不動産について








ある平成 13年 3月 11 日を経過しても，元本の弁済をしなかった。そして，Xは，
弁済期経過後の平成 13年 3月 12日に 12万円を支払い，Aから弁済期を 3か月後の
同年 6月 11日に猶予された。しかし，Xは，同年 4月 11日，5月 9日に各 12万円
の利息を返済したが，同年 6月 11日に元本を弁済できず，その頃Aから，弁済期
を定めないで期限の猶予を受けた。その後も，Xは利息分として同年 8月 1日に 12
万円，平成 14 年 2 月 25 日に 48 万円，同年 3月 8日，4月 10 日，5月 10 日，7月
10日に各 12万円を支払った。本件不動産に対する差押登記が経由された直後の平成
14年 7月 25 日，Xは元本 400 万円をAに小切手により完済した。Aは，同年 7月
31日，本件不動産について，同月 30日解除を原因とする所有権移転登記を経由した。
5　本件は，平成 14 年 9 月 6 日，XがYに対し本件不動産についての強制執行（強
制競売）の排除を求めるべく第三者異議の訴えを提起したものである。
Ⅱ	 第一審および原審の判断　










2　原審（大阪高判平成 16・6・30 民集 60 巻 8 号 3116 頁）は，譲渡担保の目的不
動産の受戻しと異議権について，まず，最一判昭和 62・2・12（民集 41 巻 1 号 67










































































































































































































































































































































担保権者の債権者に 94 条 2 項の類推適用による保護が図られることがあり得るか
が問題となる。この場合に，前述のごとく，94 条 2 項の類推適用を主張する見解
に立脚すると，譲渡担保設定契約当事者の合意により，所有権移転登記という外観
（不完全表示）を作出したことによって，譲渡担保権者の債権者を誤解させた点に




転登記が無効であるともいえないとして，94 条 2 項の類推適用に反対する見解も
主張されている 18。いずれにせよ，本判決における弁済期前の差押えに関する判示




判例」金判 1256 号 1 頁，黒田直行「本件判解」JA金融法務 425 号 53 頁以下，印藤弘
二「本件判批」金法 1794 号 4頁以下，田髙寬貴「本件判解」『平成 18年度重要判例解説』（有
斐閣，2007）74 頁以下，堀龍兒「本件判例レビュー」判タ 1234 号 20 頁以下，荒木新五「本
件判批」判タ 1234 号 41 頁以下，小山泰史「本件判批」金法 1803 号 77 頁以下，永石
一郎「本件判批」金判 1269 号 10 頁以下，松村和徳「本件判批」リマークス 120 頁以下，
太矢一彦「本件判批」銀法 677 号 72 頁以下などがある。







3	 太矢一彦・前掲注（1）銀法 677 号 72 頁の指摘による。




319 頁，高木多喜男『担保物権法［第 4 版］』有斐閣法学叢書（有斐閣，2005）364・
365 頁，川井健『民法概論 2［第 2版］』（有斐閣，2005）471 頁，近江幸治『民法講義
Ⅲ担保物権［第 2版補訂］』（成文堂，2007）303・304 頁などがある。
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7	 水上敏「最三判平成 6・2・22 判解」『最高裁判所判例解説民事篇平成 6年度』（法曹会，
1997）217 頁参照。
8	 松村和徳・前掲注（1）リマークス 35 号 122 頁は，「むしろ，処分行為と同視できるの
は買受人の代金納付時と考えるのが素直な見方であろう」とされる。
9	 堀龍兒・前掲注（1）判タ 1234 号 20 頁参照。なお，松村和徳・前掲注（1）リマーク
ス 35 号 123 頁は，「最終的には換価処分がなされる点で同一とするのであろうか」と
される。




11	 印藤弘二・前掲注（1）金法 1794 号 3 頁の指摘による。
12	 小山泰史・前掲注（1）金法 1803 号 84 頁の指摘による。
13	 柚木馨 =高木多喜男『担保物権法［第三版］』法律学全集 19（有斐閣，1982）576 頁参照。
14	 米倉明『譲渡担保』弘文堂法学選書 8（弘文堂，1978）68 頁，槇悌次『担保物権法』（有
斐閣，1981）374 頁，竹内俊雄『譲渡担保論』（経済法令研究会，1987）87 頁，道垣内弘人・
前掲注（5）『担保物権法［第 2版］』313・314 頁，高木多喜男・前掲注（5）『担保物権法［第











15	 米倉明・前掲注（14）『譲渡担保』68 頁，槇悌次・前掲注（14）『担保物権法』374 頁，
竹内俊雄・前掲注（14）『譲渡担保論』87 頁，道垣内弘人・前掲注（5）『担保物権法
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［第 2版］』313・314 頁，高木多喜男・前掲注（5）『担保物権法［第 4版］』361・362 頁，
川井健・前掲注（5）『民法概論 2物権［第 2版］』468 頁，近江幸治・前掲注（5）『民
法講義Ⅲ　担保物権［第 2版補訂］』308 頁参照。
16	 米倉明・前掲注（14）『譲渡担保』68 頁参照。
17	 小山泰史・前掲注（1）金法 1803 号 83・84 頁の指摘による。







		※	本稿脱稿後，生態長幸「本件判批」金法 1812 号 41 頁以下，同「本件判批」民商 136
巻 2 号 279 頁以下，福田修久「本件判解」平成 18 年度主判解（判タ 1245 号）196 頁以
下に接した。
